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地方独立行政法人長野県立病院機構の経営改善について 
医療政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 経営改善（県立病院機構）                              

悪化した経営状況を立て直し、今後の持続可能な経営基盤を構築するため、令和６年度から開

始した「機構未来プロジェクト」による経営改善策を県とともに引き続き推進。具体的には、 

ア 収益・費用の更なる改善 

○ 人件費の抑制   【第４期中の削減額：約 23.7億円】 

職員給与費の抑制や、病床規模・職員数の適正化等の取組を推進 

○ 医業収益の増加  【第４期中の増収額：約 21億円】 

患者一人当たり単価増、病床機能転換等の取組により、各病院のポテンシャルを最大化 

○ 材料費・経費の削減【第４期中の削減額：約 2.6億円】 

医薬品・診療材料の共同購入、医療器械等保守契約の一括化、清掃委託仕様の統一化 等 

イ 投資水準の適正化 

投資額の抑制 

診療機能の維持のために最低限必要な投資を実施 

（第３期計画額：91億円⇒第４期計画額：82億円） 

ウ 本部のガバナンス強化   等の取組により以下の効果を見込む 

 

 

 

【取組の全体像】 

県立病院の担うべき役割の発揮・持続
各病院の役割に即した医療提供と自律的な経営により、

「効率的で質の高い医療」を持続的に提供

中期目標 で機構へ指示

県 病院機構

中期計画 で具体化

１ 経営改善 •収益・費用の更なる改善
➤人件費抑制 ➤医業収益増加

➤経費等削減

•投資水準の適正化

•本部のガバナンス強化

•資金管理の見える化

２ 経営改善支援
事業（補助金）

「機構未来プロジェクト」
で引き続き経営改善に
取り組む

３ 運営費負担金 第４期で拡充

４ 資金支援 当面の経営安定化を
図るための支援

［経営改善効果見込額（概算）］ 

第４期計画期間（令和7～11年度）：約60億円 

資料３ 
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（２） 経営改善支援事業（補助金）（県）                       

機構の自律的で持続可能な経営へ向け、機構による外部コンサルタントを活用した経営改善の

取組に対し、引き続き県が支援（補助）を実施 

 

（３） 運営費負担金（県）                             

コロナ後の受療行動の変化や急激な人口減少等の影響を受けているへき地医療等について、 

更なる経営改善や病床数の適正化に取り組む一方、引き続き安定的に医療を提供していくため、

不採算部門への運営費負担金を第４期計画期間において拡充 

 

（４） 資金支援（県）                              

第４期の資金状況を考慮して、当面の経営安定化を図るため、資金不足が生じないよう県が 

資金支援を行うことを検討（※） 

※ 機構の資金状況や経営改善の状況、県の財源確保状況等を勘案しながら、複数年度にかけ

て段階的に実施 

 資金支援を行う場合は、中期計画等の変更の可能性がある。中期計画変更にあたっては、

長野県附属機関条例等により評価委員会での意見聴取が必要となる。 

 

［負担金額］第４期：6,300,000千円／年（第３期（令和２～６年度）：5,510,000千円／年） 

［補助額］ 令和７年度：19,800千円 


